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基本的な考え方

当社はコーポレート・ガバナンスを経営の透明性・健全性・効率性の確保のために、経営の重要課題の一つと位置づ

けています。コーポレート・ガバナンスが有効に機能するためには、経営理念などに基づき健全な企業風土を根付かせ、

この健全な企業風土により企業経営（経営者）が規律される仕組み、監査役の監査環境整備・実質的な機能強化によ

り監査が適正に行われることなどが重要であると考えています。

なお、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するため、「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定し、

タダノグループにおけるコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方などを明らかにしています。

コーポレート・ガバナンス

詳細はウェブサイトに掲載 

年月 施策内容

1999年 4月 執行役員制度導入

2005年 10月 CSR委員会・リスク委員会・コンプライアンス委員会設置

2006年 4月 内部統制室設置

2006年 5月 内部通報制度の導入、
内部統制システム構築の基本方針制定

2008年 4月 J-SOX委員会設立、J-SOX経営者評価体制の構築

2008年 6月 社外取締役選任（2名）

2014年 9月 タダノグループ経営規程制定

2015年 4月 内部監査室設置
（「内部統制室」を「内部監査室」に改称し、監査機能強化） 

2015年 12月 コーポレートガバナンス・ガイドライン制定
（コーポレートガバナンス・コードに対応）

年月 施策内容

2016年 4月 任意の指名諮問委員会設置

2017年 4月 任意の指名報酬諮問委員会の改編

2019年 1月 タダノグループコンプライアンス規程制定
コンプライアンス担当役員設置

2019年 7月 コンプライアンス室設置

2020年 6月 譲渡制限付株式報酬制度の導入

2021年 6月 取締役会を独立社外取締役過半数体制に
筆頭独立社外取締役の選定 
業績連動報酬制度の導入

2024年 1月 タダノグループサステナビリティ憲章（旧：CSR憲章）制定

2024年 3月 指名報酬諮問委員会の委員長に独立社外取締役を選任

Governance

ガバナンス体制図

各会議体・委員会などの説明

ガバナンス体制の変遷

取締役会は取締役9名（うち社外取締役6名）で構成され、当社の企業
価値の最大化と、収益力・資産効率などの改善を図るため、経営計画
などを定めその実行を推進し、また、内部統制システムやリスク管理
体制を整備することで経営判断における取締役の適切なリスクテイ
クを支え、その役割・ 責務を適切に果たしています。

監査役会は監査役5名（うち社外監査役3名）で構成され、各監査役が
有する高い専門性と情報をもとに、独立した客観的な立場で権限を
行使し、適切に判断して取締役の業務執行を監査することができる体
制を確保しています。

タダノグループの事業リスクについて、リスクマネジメントの推進、監督
を行うリスク委員会を設置しています。当社社長の指名する委員長、各
本部を代表する部長以上の委員で構成しており、年2回、社内のリスク
の洗い出しと評価を行い、リスク毎に対応部署を定めて対応策を推進し、
実績のレビューを行うことでリスクマネジメントの強化を図っています。

各執行役員の業務執行と執行役員間の連携を強化するため「本部長
会議」（メンバー：社長・執行役員・技監・理事等）を原則毎月2回開催
しています。

社長の意思決定を補佐する審議機関として、業務執行の報告と情報共
有化を図る「経営報告会」（メンバー：取締役・執行役員・監査役・技監・
理事等）および経営に関する戦略討議を行う「経営会議」（メンバー：社
長・常務以上の執行役員等）を設け、原則毎月1回開催しています。

指名報酬諮問委員会は、委員長を社外取締役とし、社内取締役2名、
社外取締役5名および社外監査役1名の8名で構成され、取締役・監査
役候補者および執行役員の指名、取締役の報酬の決定ならびに後継
者計画等について、取締役会の諮問機関として、公正性および透明性
の確保に資するために、その内容を審議し取締役会に報告します。ま
た、執行役員の報酬の決定に際し、代表取締役社長の諮問機関として、
公正性および透明性の確保に資するために、その内容を審議し代表
取締役社長に報告します。

取締役会 監査役会

リスク委員会

本部長会議

経営報告会/経営会議
指名報酬諮問委員会

コンプライアンスの取り組み

「タダノグループサステナビリティ憲章」「タダノグループコンプライア
ンス規程」に従って、グループ社員全員が法令や社会のルールを遵守
し、また高い倫理観をもち、透明・健全かつ誠実な事業活動に取り組
んでいます。
推進体制として、当社社長が指名したチーフ・コンプライアンス・オ
フィサー（CCO）がタダノグループのコンプライアンス体制全般に関
わる事項を所管し、コンプライアンスに関する施策を監督すること
としており、グループ各社に任命されたコンプライアンス・オフィサー

（CO）が、各社のコンプライアンス体制に関わる事項を所管すること
としています。
また、CCOを委員長とし、タダノの各本部を代表する部長以上の委員
で構成するコンプライアンス委員会を設置しています。

社員が違法または不適切な行為などに関する情報を会社に通報できる
よう内部通報制度を設け、社内窓口のほか、社外の弁護士事務所にも
窓口を設けています。
また、社内規程により通報者の秘匿と不利益取扱の禁止を定め、通報
者の保護を図っています。なお、法令違反行為などを確認したときは、コ
ンプライアンス委員会へ報告することとしており、さらに、当該違反行為
などが重大と認めるときは、直ちに調査結果に対する対応策について
の意見と共にこれを社長および監査役に報告することとしています。

コンプライアンス委員会は、年2回開催しており、コンプライアンスに
関する課題共有・討議、およびグループ会社の活動報告などを行って
います。
また、コンプライアンス委員会は啓発ツールなどによる法令遵守の教育
研修によってコンプライアンス意識の啓発を行うとともに、法令遵守対
策の支援などを実施し、コンプライアンス体制の強化を図っています。

日常業務におけるコンプライアンス上の問題を解説した「コンプライ
アンス読本」を、全社員に配布し、各職場では朝礼などにおいて適時、
読み合わせを行っています。また、毎月eラーニングを活用した社員向
けのコンプライアンス研修を実施しており、具体的テーマについて、必
要に応じ、集合研修も実施しています。

タダノグループ国内外すべての役員・社員がコンプライアンス（法令に 
限らない国際社会のルール、社内のルールおよび企業倫理の遵守）を 
継続的に実践できるよう、2019年1月に「タダノグループコンプライア
ンス規程」を制定しました。規程では贈収賄や腐敗防止、労働人権や
適切な会計・税務処理など18の項目について行動規範を定めるとと
もに、コンプライアンス教育・監査の実施などについても定めています。

コンプライアンス確保のための体制

内部通報制度

コンプライアンス委員会

コンプライアンスの浸透活動

グループコンプライアンス規程

ガバナンスサステナビリティ 事業概況
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実施期間 2024年1月～2024年7月

調査対象 各部門

調査方法 記入表

記入表内容 ４テーマ（労働、地域社会、製品、その他）

結　果
重大なリスクは見受けられない。なお優先度の高い項
目を中心に半期ごとのコンプライアンス委員会で改
善進捗を報告することとした。

結果報告 2024年7月開催のコンプライアンス委員会にて報告

フォローアップ
コンプライアンス委員会で改善進捗の報告や取り組
みの実効性の確認をしている。

当事業年度における取締役会の主な審議事項については以下のとおりです。

2025年度における取締役会の実効性評価については以下のとおりです。

人権の尊重取締役会・指名報酬諮問委員会の審議項目

取締役会の実効性評価

区　分 主な審議事項

決議事項
株主総会招集に関する事項、決算の承認に関する事項、中間配当の支払いに関
する事項、役員人事の報酬に関する事項、組織改編に関する事項、設備投資に
関する事項、借入に関する事項、事業出資に関する事項

報告事項
内部統制システム基本方針の整備・進捗状況に関する事項、リスクマネジメン
トに関する事項、機関投資家対話に関する事項、取締役会実効性評価に関す
る事項、政策保有株式見直しに関する事項

対　象 取締役9名全員、監査役5名全員

評価方法
無記名式によるアンケート（第三者機関を活用）
※アンケートの設問設定にあたっては、より現状に即した効果的な内容となるよう対象者全員の意見を取り入れながら検討

評価プロセス
2025年12月　　対象者によるアンケート内容の検討
2026年 1月　　アンケート実施
2026年 3月　　当社取締役会において、取締役会実効性評価結果を報告し、意見交換

評価内容（大項目）

①取締役会の在り方
②取締役会の構成
③取締役会の運営
④経営戦略・経営計画

⑤内部統制・リスク管理
⑥指名・報酬
⑦社外取締役のパフォーマンス
⑧トレーニング

⑨株主との対話
⑩委員会の評価
⑪総括

国際規範の支持・尊重
「国際人権章典」および「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」等の国際規範を尊重し、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づ
き実践します。また、事業活動を行う国・地域における法規制を遵守し、万一、特定の国・地域の法令や慣習によって国際的に認められた人権が適切に尊重
されていない場合、国際的に認められた人権を最大限尊重する方法を追求していきます。

事業活動における
人権の尊重

サプライチェーンにおける強制労働、児童労働、人身取引等のあらゆる人権侵害を禁止し、その実効性確保の取り組みを推進します。
職場において、能力・経験等を含む価値の多様性を受け入れ、人種・国籍・性別・宗教・障がい・性的指向と性自認等を理由とする差別を無くし、安全で働き
がいのある環境を構築します。
お客さまと共に発展するために、安全・安心の製品・サービスを提供していきます。
工場や製品が地域社会の皆さまに及ぼす影響を重く受け止め、地域社会の発展に貢献する事業活動に努めます。

人権デューディリジェンス、
是正・救済

適切な人権デューディリジェンスの仕組みを構築し、人権への負の影響を特定・評価し、人権侵害の予防と軽減に努めます。人権に対する負の影響を引き起
こした、または負の影響を助長したことが明らかになった場合、適切な手段を通じてその是正に取り組むとともに、再発防止体制の整備を進めていきます。

教育
本方針が事業活動全体に浸透するよう社内規程や業務プロセスに反映し、役職員に教育を行います。また、仕入先、販売代理店をはじめとした取引先（サ
プライヤー）の皆さまに本方針をご理解いただき、ご協力が得られるよう努めます。

情報開示、対話・協議
人権尊重の取り組みについて、当社ウェブサイトやその他のコミュニケーション手段を通じて、適切に開示します。人権への負の影響への対応について、関
連するステークホルダーとの対話・協議を行っていきます。

当事業年度における指名報酬諮問委員会の
主な審議事項については以下のとおりです。

 ● 取締役および監査役の選任に関する事項
 ● 役員体制に関する事項
 ● 役員報酬に関する事項
 ● 社長等の後継者計画に関する事項
 ● 執行役員の考課に関する事項
 ● 執行役員内規改訂に関する事項

評価結果

調査の実施
前年度の課題への対応状況

今後さらなる実効性向上に向けて取り組んでいく課題

当社取締役会の仕組みが、その構成・役割・運営において適切で、また
社外取締役が取締役会を含む一連の議論の実効性に貢献しているこ
とを取締役会が確認しました。
以上より、当社の取締役会の実効性は十分に確保されているものと判
断しております。

2024年度の実効性評価で指摘された以下の課題について、年間計画
を策定し、指名報酬諮問委員会やオフサイトミーティングを活用しな
がら対応を進めました。
 ● 取締役の多様性に関する議論
 ● 中期経営計画・後継者プランニングに関する議論
 ● サステナビリティおよびリスク管理への対応
幅広い知見を持つ社外取締役・社外監査役により、新たな視点や考え
方をもたらす提案が活発になされ議論は深まっており、引き続き次年
度の改善へとつなげていきます。

2025年度に取り組んだ課題は継続的に取り組むべきものと認識して
おります。
加えて以下の課題についても年間計画に組み入れて改善に取り組ん
でまいります。
 ● 資本コスト・株価を意識した経営
 ● 人材戦略・人材育成に関する議論
 ● 重要度・緊急性の高い案件への重点的議論への工夫

評価方法

当社グループは、経営理念「創造・奉仕・協力」および「タダノグループ・サステナビリティ憲章」に基づき、タダノグループのすべての役職員が人権を最
大限尊重するよう、「タダノグループ人権方針」を制定しています。
またタダノグループ中期経営計画（24-26）において、サステナビリティ課題への対応の一つとして「人権の尊重」を掲げています。当方針・計画にした
がい人権尊重のための取り組みを推進してまいります。

タダノグループは、「創造・奉仕・協力」の経営理念のもと、企業価値の最大化と持続可能な事業活動を行うことで、地球環境の保全と持続可能な社
会の実現に貢献し、世界にそして未来に誇れる企業を目指します。このたび、経営理念およびタダノグループ・サステナビリティ憲章に基づき、タダノ
グループのすべての役職員が人権を最大限尊重するよう「タダノグループ人権方針」を定めます。そして、すべての取引先（サプライヤー）の皆さまにも、
本方針を理解し、支持していただくことを期待します。

当社は人権リスクを特定・評価するため人権デューディリジェンスを
実施し、改善・軽減対応を策定しています。改善状況については、半期
ごとのコンプライアンス委員会で確認を行い、取り組みを推進するこ
ととしています。

ダイバーシティおよびハラスメント等に関する研修・eラーニング等を
通して、啓発活動を実施しています。

当社の人権尊重の取り組みは、チーフコンプライアンスオフィサーが
統括し、コンプライアンス委員会を中心に推進しています。 具体的に
は、人権方針の制定、人権デューディリジェンス、取引先様へのアン
ケート調査、研修・eラーニング等の推進の取り組みを行っています。

当社は人権問題に関する違反についても報告可能な内部通報制度を
設置し、当社グループ社員へ周知しています。社員が人権に関する方
針・法令についての違反または不適切な行為などの情報を匿名でも
会社に通報できるようにしています。また、内部通報制度のほか、人権
に関する方針・法令に違反し、または違反したと思われる事実を知っ
た場合は、誰もが当社ウェブサイトにその内容を連絡することができ
ます。

2024年度、サプライチェーン上での人権を含むサステナビリティ推
進のため、 グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）が
公表している質問表ひな型の人権関連の項目について、 取引先57社

（タダノ協栄会および主要取引先：総取引金額の70%以上をカバー）
を対象にアンケート調査を実施し、57社から回答を得ました。

人権尊重に関する基本的な考え方

人権デューディリジェンス
研修

体制

救済

取引先様へのアンケート調査

タダノグループ人権方針

ガバナンスサステナビリティ 事業概況
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新任社外取締役インタビュー

経営に対する独立的な立場、客観的な視点から中長期的な企業価値
向上に貢献すること、特に経営戦略の妥当性やリスク管理のあり方に
ついて、建設的な議論を進めることが重要だと考えています。中でも

「意思決定の質を高めるガバナンス」に寄与すべく、現場や事業の実
体に根差した議論やグローバル企業としての視点、社会的責任を踏ま
えた助言を重視したいと考えています。
これまで私はコマツで、ものづくり・開発・生産・事業運営・人財育成を
担ってきました。企業の競争力というのは、単に優れた製品や技術だ
けではなく、現場力とか組織力、人財確保や経営の意思決定の質が一
体となって、初めて持続的な強さになるのだと考えています。
コーポレートガバナンス・コードの改訂で、従来の「守りのガバナン
ス」から「攻めのガバナンス」がより重要になってきます。社外取締役
の役割は、不祥事を防ぐとか、経営陣をチェックするとか、いわゆる
守りの側面が強かったわけですが、今後は企業が適切なリスクを取
りながら成長していくことを支える動きが「攻めのガバナンス」だと
考えており、単に監督・助言するだけではなく、経営陣が挑戦すべき
領域を明確にし、その挑戦が企業価値向上につながるものであるか
どうかを見極め、必要な後押しをしていくことも求められる役割で
はないかと考えています。

タダノの社外取締役として、客観的な立場から経営の質を高めつつ、
企業価値向上に資する重要テーマの推進を支援する役割を果たした
いと考えています。
私は外資系また日系の証券会社にて長く投資銀行業務に携わり、
M&Aや資金調達、投資家・株主対応の支援などを通じて日本企業の
グローバル成長や構造改革を通じた事業基盤の強化に従事してきま
した。また現在パートナーを務めるジャパン・アクティベーション・キャ
ピタルでは、タダノを含めて幅広い業界の投資先企業とのパートナー
シップのもとで、収益性の向上や成長戦略、M&Aや新規事業開発な
どの重要な経営テーマの取り組みを支援しています。
多様な業界・企業の案件に関与しグローバルの資本市場とも対峙し
てきましたが、日本企業が抱える課題は業界が異なっても共通と考え
ます。それは低成長で縮小する母国市場の競争が激化し、同じことを
やっていても既存事業の収益性が低下していく中で、いかに果敢に変
革を進め、また海外市場や新規事業などの成長機会を捉えていくか。
これはタダノにもあてはまります。
どんな企業にとっても「時間」は有限のリソースです。いかに先読みを
しながらスピード感をもって判断・実行できるか。20年以上も続いた
デフレとゼロ金利の時代が終わり、キャピタル・アロケーションや時間
価値の意識がより重要になってきています。適切なリスクマネジメント
とバランスをとりながらも、先見性をもって、将来に向かった成長戦略
にスピード感をもって推進していくことが必要です。

タダノもコマツも非常に似た業種であり、置かれている立場や「安全第
一」という考え方、現状の課題も共通しているものが非常に多い印象
です。例えば、電動化やハイブリッド化、自動化など技術革新は今後ま
すます重要になります。かつてコマツでは、ラフテレーンクレーンを製
造した歴史があります。私自身、旧・真岡工場（栃木県）で、生産技術課
長や調達課長としてクレーンの生産に関わった経験がありますので、
当時からタダノの技術力や品質に対するこだわり、市場におけるブラ
ンド信頼度の強さは、肌身に感じていました。ただ現代においては、技
術競争がグローバル化し、製品単体の進化による従来の優位性だけ
では、競合に対し、なかなか差別化ができないのが現状で、特に中国
勢の進歩は著しいものがあります。
コマツでは顧客価値創造のアプローチとして、横軸にプロダクト、縦軸
にソリューションを置き、一次的な横軸での製品の価値向上に加え、
ソリューションで縦軸の価値をプラスし「斜め」に引き上げていくイ
メージ、例えば、安全な操作の支援、稼働状況の可視化、保守の高度
化や現場全体の効率改善など、お客さまの価値に直結する領域は今
後非常に成長余地が大きく、タダノにも共通の課題でしょう。デジタル
技術やAIが急速に進化し、製品単体の競争から使用価値全体への競
争へ移っていく中で、プロダクトとソリューションの組み合わせによる

タダノは、さらに大きく成長し企業価値を上げていくポテンシャルがあ
る会社と考えています。業界のリーディングカンパニーであり、その評
価は確かな技術・製品力に支えられています。また、氏家社長をはじめ
経営メンバーひとりひとりの安心・安全を最優先とする考えは、お客
さま、社会から信頼をいただいているベースになっていると考えます。
海外売上比率が6割を超えてグローバルで事業展開を行う中で、人材
のダイバーシティは不可欠です。タダノでは生え抜きと中途入社の社
員・経営陣が上手くミックスし、多様な意見形成がなされており、非常
に活発な議論がなされている印象です。
私が感じている課題としては、短期では欧州事業の立て直し、中長期
ではグローバルでの生産・販売体制の強化とAIを含めたテクノロ
ジー対応をあげたいと思います。
欧州事業は、2025年の工場再編、現地マネジメント体制の強化など
手が打たれつつあると考えます。あとは目指すべき姿に向けて着実に、
かつスピード感をもって課題解決を進めていくこと、そのために本社
との密な連携を含めてOne Tadanoで優先的に取り組んでいくこと
が大切と考えています。

このような問題意識のもとで、社外取締役として客観的・外部的な視
点から意見提供を行い、目標達成の蓋然性を高めて企業としてのさら
なる成長を目指すことで、タダノの企業価値・株式価値を向上していく
ことに貢献できればと考えます。

差別化が成長機会を生む可能性は高いのかなと考えています。
個人的にはグローバル化を進める中で「日本企業らしさ」といいます
か、お客さまとの長期的な関係性、誠実さ、サプライヤとの関係構築・
強化といった点は、今後も大切にしなければいけないし、持続的成長
の基盤にもなり得ると思います。いまタダノの海外売上比率はおよそ6
割ですよね。これから先、海外では都市開発、再生可能エネルギー関
連や、災害復興、あるいは老朽化したインフラ更新など、クレーンや高
所作業車の需要はさらに増えてくるはずです。「グローバル化」は間違
いなく成長のキーワードの１つですが、どうしてもリソースは限られて
いるので、地域ごとのニーズや競争環境から優先順位をつけて投入す
る、要するに経営資源の配分ですよね、これをきちんと考え、決定して
いく必要があるのかなと思います。
その他にも、人的資本経営、ブランディング、社会貢献活動、ROE・
ROICなど資本コストを意識した経営など、議論すべきテーマはたく
さんあります。コマツは売上の90%以上が海外であり、グローバルレ
ベルの品質確保や生産体制の最適化、あるいは人財育成の仕組みづ
くりについてはある程度のノウハウがあります。タダノにとっても重要
なテーマですので、単なる一般論ではなく、ぜひ現場感覚に基づいた
実効性のある助言を意識していければと考えています。

グローバルでは、米国関税や中東情勢などの不透明感また中国プ
レーヤーの勢力拡大など事業環境が大きく変わりつつあります。コス
ト構造を強化し、顧客ニーズにも柔軟に対応できるよう生産・販売体
制を大胆に見直していくことも重要です。AIについては、言わずもが
なですが、さまざまな分野で急速に活用が進んでいます。タダノが持つ
開発・生産のノウハウや現場での製品稼働データ等にAIを掛け合わ
せることで、安全・品質・効率の飛躍的な向上や新たなサービスの提
供につながる可能性があると考えます。
インフラ開発、風力発電施設、データセンター、造船など世界経済の
発展にあわせて、建設・作業用クレーンのニーズは新たに生まれ拡大
しています。これらのニーズを着実に捉えて製品提供を行うためにも、
工場設備投資やM&Aも含めて積極的な投資を継続していくことが大
切と考えます。「世の中のお役に立つものを創る」「社会の発展に貢献
できる企業になる」というタダノのDNAによって、持続的な成長と企
業価値向上を実現し、取引先・顧客企業も含めて業界全体にポジティ
ブなインパクトをもたらすことができると確信しています。

ご自身のキャリアやご経験を踏まえ、「社外取締役として果たしたい役割」はどのようなイメージでしょうか？ ご自身のキャリアやご経験を踏まえ、「社外取締役として果たしたい役割」はどのようなイメージでしょうか？

現時点で感じていらっしゃる「タダノグループの印象/課題感/可能性」についてご意見・コメントを伺いたいです。

現時点で感じていらっしゃる「タダノグループの印象/課題感/可能性」についてご意見・コメントを伺いたいです。

1985年 4月 株式会社小松製作所入社
2004年 4月 コマツアメリカ株式会社チャタヌガ工場長
2007年 4月 株式会社小松製作所生産本部大阪工場管理部長
2010年 4月 同社執行役員、生産本部茨城工場長
2013年 4月 同社執行役員、生産本部調達本部長
2014年 4月 同社執行役員、インドネシア総代表、

コマツマーケティング・サポートインドネシア株式会社会長

2015年 4月 同社常務執行役員、インドネシア総代表、
コマツマーケティング・サポートインドネシア株式会社会長

2016年 4月 同社常務執行役員、生産本部長
2018年 4月 同社専務執行役員
2018年 6月 同社取締役、専務執行役員
2019年 4月 同社代表取締役社長・CEO
2025年 4月 同社取締役会長（現任）
2026年 3月 当社取締役（現任）

小川 啓之　（おがわ ひろゆき) 穐田 正太郎　（あきた しょうたろう）

1996年 4月 東京海上火災保険株式会社入社
2005年 6月 シカゴ大学経営大学院修士号取得
2007年 7月 モルガン・スタンレー証券株式会社入社
2016年 1月 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社

投資銀行本部マネージング ディレクター

2019年 12月 JPモルガン・チェース銀行東京支店および
JPモルガン証券株式会社法人顧客本部長兼
マネージングディレクター

2023年 12月 ニュートン・インベストメント・パートナーズ株式会社
（現：ジャパン・アクティベーション・キャピタル株式会社）
パートナー（現任）

2026年 3月 当社取締役（現任）

ガバナンスサステナビリティ 事業概況
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1972年 4月 日本銀行入行
1981年 2月 同行ニューヨーク事業所エコノミスト
1994年11月 同行高松支店長
1998年 6月 同行調査統計局長
2002年 3月 帝國製薬株式会社代表取締役社長
2011年 6月 iPSアカデミアジャパン株式会社

代表取締役社長
2014年 6月 東邦ホールディングス株式会社社外取締役
2014年 7月 株式会社iPSポータル代表取締役社長
2020年 6月 当社取締役（現任）

経済、金融および企業経営に関する豊富な知識と経験を有
し、当社経営を適切に監督いただいております。同氏には、
経済、金融および企業経営に関する豊富な知識と経験を活
かし、業務執行者から独立した客観的な立場で経営を監督
する役割を果たしていただくことを期待しております。

村山 昇作　取締役（筆頭独立社外取締役）　社外 独立役員

1984年 4月 丸紅株式会社入社 
2009年 4月 同社建設機械部長 
2013年 4月 同社経営企画部長 
2014年 4月 同社執行役員 
2017年 4月 同社常務執行役員
2018年 4月 同社常務執行役員、輸送機グループCEO 
2019年 4月 当社入社、企画管理部門付顧問 
2019年 6月 取締役、執行役員専務 
2020年 6月 代表取締役副社長 
2021年 4月 代表取締役社長・CEO（現任）
2025年 7月 株式会社タダノインフラソリューションズ

代表取締役社長・CEO（現任）

総合商社において長年にわたって建設機械分野に携わり、
国内外の建設機械分野の豊富な経験と高い見識を有して
おり、当社のグローバル化推進に貢献してきました。また、
2021年4月に当社の代表取締役社長に就任し、強力なリー
ダーシップを発揮しており、今後さらに、当社グループを成
長させていくために重要な役割を果たすものと判断しており
ます。

氏家 俊明　代表取締役社長・ＣＥＯ

1977年 4月 丸紅株式会社入社
1988年 6月 当社入社
1991年 6月 社長室長
1997年 1月 ファウン GmbH（現：タダノ・ファウン GmbH）

取締役社長
1997年 6月 取締役 
1999年 4月 取締役、執行役員常務 
2001年 4月 取締役、執行役員専務 
2002年 4月 代表取締役、執行役員専務
2003年 6月 代表取締役社長
2021年 4月 代表取締役会長（現任）
2024年 6月 株式会社あおぞら銀行社外取締役（現任）

当社の代表取締役社長に就任以来、それまでの豊富な経験
を活かしつつ、経営の中枢において強力なリーダーシップを
発揮し、当社グループの長期的成長に力を尽くしてきまし
た。また、2021年4月からは当社の代表取締役会長に就任
しており、今後さらに、当社グループを成長させていくため
に重要な役割を果たすものと判断しております。

多田野 宏一　代表取締役会長

1985年 4月 四国化成工業株式会社
（現：四国化成ホールディングス株式会社）入社

1990年 4月 シャープ株式会社入社
1991年 7月 当社入社
2009年 4月 営業管理部長
2009年 6月 タダノ・ファウン GmbH 取締役
2015年 2月 グローバル事業推進部長
2017年 4月 経理部長
2019年 8月 タダノ・デマーグ GmbH CFO
2022年 9月 当社退職
2023年 3月 常勤監査役（現任）
2025年 6月 株式会社四電工取締役監査等委員

（社外取締役）（現任）

当社において経理部長を経験し、当社のドイツ子会社（タダ
ノ・デマーグ GmbH）のCFOを務めるなど、財務および会
計に関する相当程度の知見を有していることから、監査役
として職務を適切に果たすものと判断しております。

藤井 清史　常勤監査役

1981年 4月 当社入社
1999年 7月 タダノ東京販売株式会社代表取締役社長 
2005年 4月 西日本支社中国支店長 
2008年 4月 東日本支社長 
2009年 4月 国内営業企画部部長 
2012年 4月 執行役員、国内営業部門担当補佐 
2021年 4月 当社顧問 
2021年 6月 常勤監査役（現任）

当社関係会社における経営経験および営業部門を中心に
当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、監査役
として職務を適切に果たすものと判断しております。

池浦 雅彦　常勤監査役

1980年 4月 香川県警察官拝命
2010年 4月 香川県警察本部捜査第一課管理官
2014年 3月 香川県警察本部捜査第一課長
2020年 3月 高松南警察署長
2021年 3月 香川県警察本部生活安全部地域監
2022年 6月 当社常勤監査役（現任）

コンプライアンスに関する豊富な知識と経験を当社の監査
体制に活かしていただけると判断しております。

渡辺 耕治　常勤監査役　

穐田 正太郎　取締役　 社外

1996年 4月 東京海上火災保険株式会社入社
2005年 6月 シカゴ大学経営大学院修士号取得
2007年 7月 モルガン・スタンレー証券株式会社入社
2016年 1月 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社

投資銀行本部マネージング ディレクター
2019年12月 JPモルガン・チェース銀行東京支店および

JPモルガン証券株式会社法人顧客本部長兼
マネージングディレクター

2023年12月 ニュートン・インベストメント・パートナーズ
株式会社（現：ジャパン・アクティベーション・
キャピタル株式会社）パートナー（現任）

2026年 3月 当社取締役（現任）

経営支援型投資運用会社におけるパートナーとしての経
験、また、証券会社・投資銀行における海外M&Aや事業開
発、資金調達関連業務の経験等の豊富な知識と経験を有
しております。同氏には、経営支援と資本市場における豊富
な知識と経験を活かし、業務執行者から独立した客観的な
立場で経営を監督する役割を果たしていただくことを期待し
ております。

役員紹介（2026年5月31日時点）

取締役

監査役

1986年 4月 住友商事株式会社入社
2006年 5月 プラザ・モーターズCorp. d.b.a.、

マツダ・デ・プエルトリコ CEO、
オート・サミットInc. 役員

2014年 4月 住友商事株式会社鉛・亜鉛事業部長
2015年10月 ミネラ・サン・クリストバルS.A.社長、

サミット・マイニング・インターナショナルInc. CEO
2020年 4月 住友商事株式会社モビリティーハブ事業部長
2021年 2月 当社入社、海外営業部門付部長
2021年 4月 執行役員
2022年 4月 執行役員常務
2023年 3月 取締役、執行役員常務
2026年 4月 取締役、執行役員専務

欧州事業本部長・グローバル人事ICT本部長、
タダノ・ヨーロッパ・ホールディングス GmbH
取締役社長・CEO、
タダノ・デマーグ GmbH 取締役社長・CEO、
タダノ・ファウン GmbH 取締役社長・CEO（現任）

総合商社における豊富な経験を活かし、当社のグローバル
化推進に貢献してきました。今後さらに、当社グループを成
長させていくために重要な役割を果たすものと判断しており
ます。

八代 倫明　取締役執行役員専務

1986年 4月 株式会社東芝入社
1995年10月 米国スタンフォード大学大学院留学
2007年 4月 日本電気株式会社入社
2015年 7月 ロケット協会男女共同参画委員会（宙女）

事務局（現任）
2017年11月 日本電気株式会社宇宙システム事業部

第一宇宙システムグループ　エキスパート
2018年 3月 慶應義塾大学　博士

（システムエンジニアリング学）取得
2019年 4月 日本航空宇宙学会男女共同参画委員会幹事
2021年 4月 当社顧問
2021年 6月 取締役（現任）
2022年 4月 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

（JAXA）有人宇宙技術部門有人宇宙技術センター
技術領域主管研究開発員（現任）

2022年 5月 日本航空宇宙学会庶務理事
2025年 3月 ロケット協会男女共同参画委員会（宙女）

企画理事（現任）

国際宇宙ステーションのロボットアームの開発や男女共同
参画委員会等で培った豊富な知識と経験を有し、当社経営
を適切に監督いただいております。同氏には、製品開発や男
女共同参画委員会等で培った豊富な知識と経験を活かし、
業務執行者から独立した客観的な立場で経営を監督する
役割を果たしていただくことを期待しております。

大塚 聡子　取締役　 社外 独立役員

1985年 4月 株式会社小松製作所入社
2004年 4月 コマツアメリカ株式会社チャタヌガ工場長
2007年 4月 株式会社小松製作所生産本部大阪工場管理部長
2010年 4月 同社執行役員、生産本部茨城工場長
2013年 4月 同社執行役員、生産本部調達本部長
2014年 4月 同社執行役員、インドネシア総代表、

コマツマーケティング・サポートインドネシア
株式会社会長

2015年 4月 同社常務執行役員、インドネシア総代表、
コマツマーケティング・サポートインドネシア
株式会社会長

2016年 4月 同社常務執行役員、生産本部長
2018年 4月 同社専務執行役員
2018年 6月 同社取締役、専務執行役員
2019年 4月 同社代表取締役社長・CEO
2025年 4月 同社取締役会長（現任）
2026年 3月 当社取締役（現任）

建機メーカーにおける会長・社長としての経営経験、ガバナ
ンス全般の監督経験および海外・国内生産部門の責任者経
験等の豊富な知識と経験を有しております。同氏には、建機
メーカーにおける経営、ガバナンスおよび海外・国内生産に
関する豊富な知識と経験を活かし、業務執行者から独立し
た客観的な立場で経営を監督する役割を果たしていただく
ことを期待しております。

小川 啓之　取締役　 社外 独立役員

1976年 4月 労働省入省
2007年 8月 厚生労働省大臣官房長
2008年 7月 厚生労働省労働基準局長
2012年 9月 厚生労働事務次官
2015年 4月 大正大学地域構想研究所客員教授
2017年 7月 ボストン・コンサルティング・グループ

シニアアドバイザー
2019年 6月 公益社団法人全国シルバー人材センター

事業協会会長
2022年 3月 当社顧問
2022年 6月 取締役（現任）

厚生労働省労働基準局長、厚生労働事務次官などの要職を
歴任し、雇用・労働行政分野におけるコンプライアンスおよ
び人財戦略に関する高度な専門知識と豊富な経験を有し、
当社経営を適切に監督いただいております。同氏には、雇
用・労働行政分野におけるコンプライアンスおよび人財戦略
に関する高度な専門知識と豊富な経験を活かし、業務執行
者から独立した客観的な立場で経営を監督する役割を果た
していただくことを期待しております。

金子 順一　取締役　 社外 独立役員

1990年 4月 一橋大学経済学部専任講師
1992年 4月 同大学経済学部助教授
1998年 4月 同大学大学院経済学研究科助教授
2000年 4月 同大学大学院経済学研究科教授
2011年 4月 同大学大学院経済学研究科長・経済学部長
2014年12月 同大学長
2020年12月 当社顧問
2021年 6月 取締役（現任）
2023年 4月 一橋大学大学院経済学研究科特任教授
2025年 4月 東京女子大学教授（現任）

経済学に関する高い見識および大学運営における豊富な経
験を有し、当社経営を適切に監督いただいております。同氏
には、経済学に関する見識および大学運営における豊富な経
験を活かし、業務執行者から独立した客観的な立場で経営
を監督する役割を果たしていただくことを期待しております。

蓼沼 宏一　取締役　 社外 独立役員

社外 独立役員

ガバナンスサステナビリティ 事業概況
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社外社内 独立社外

55%
（5名/9名）

11%
（1名/9名）

女性男性

独立社外社内・社外

60%
（3名/5名）

20%
（1名/5名）

女性男性

独立社外社内

社内 独立社外

固定報酬（金銭報酬）の決定に関する方針
取締役の固定報酬（金銭報酬）は、月例の固定報酬とし、他社水準や従業員
給与の水準を考慮した基本報酬と役職別の手当で構成しております。

業績連動報酬（金銭報酬）の決定に関する方針
取締役の業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、
中期経営計画における重要指標である連結営業利益を業績指標として支給額を
決定し、左記固定報酬と合わせ月例で支給しております。具体的には、連結営業利
益の金額に連動した役位別の支給率を定め、以下の算定式で決定しております。

業績連動報酬 ＝ 役位別基本報酬 × 業績指標に基づく役位別の支給率

基本方針
当社の取締役報酬は、以下の基本方針に基づいて定めております。
・�当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目的とし、経営目標の

達成を動機づけるものであること
・�第三者機関の調査データに基づき、他社の支給水準を勘案の上、多様で優

秀な人財の確保・報奨を可能にする、競争力ある報酬体系および報酬水準
であること

・�固定報酬（金銭報酬）、業績連動報酬（金銭報酬）およびステークホルダーと
の価値共有を目的とした譲渡制限付株式報酬（非金銭報酬）の割合を適切
に設定することにより、健全な企業家精神を発揮させるものであること

社外取締役の報酬は、その役割と独立性に鑑み、固定報酬（金銭報酬）のみ

としております。
なお、2025年３月27日開催の第77回定時株主総会決議により、取締役の金
銭報酬（固定報酬および業績連動報酬）について、その上限を年額550百万
円以内（うち社外取締役分は年額90百万円以内）とすること、また、当該金銭
報酬とは別枠で、取締役（社外取締役を除く）に対し、非金銭報酬（譲渡制限
付株式報酬）として、譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の
総額を年額250百万円以内、交付する当社株式数の上限を年90万株以内
とすることの承認を得ております。これにより取締役の報酬額の総額は年額
800百万円以内（金銭報酬年額550百万円以内、非金銭報酬年額250百万
円以内）となっております。

金銭報酬と非金銭報酬などの割合に関する方針
金銭報酬と非金銭報酬等の内容および割合は、以下のとおりであります。

譲渡制限付株式報酬（非金銭報酬）の決定に関する方針
取締役の譲渡制限付株式報酬は、年間の基本報酬に対し、役位別の支給率
を乗じた金額で決定され、譲渡制限付株式の付与に関する取締役会決議の
日の前営業日の東京証券取引所における当社普通株式の終値で除した株
式数を付与しております。なお、日本非居住である取締役に対しては、金銭で
支給する場合があります。

①���譲渡制限および譲渡制限期間
取締役は、譲渡制限付株式について、付与日から当社の取締役その
他当社取締役会で定める地位を退任する日までの間、譲渡、担保権
の設定その他の処分をしてはならない。

②無償取得事由
任期中の正当な理由によらない途中退任、法令または社内規則の違
反その他譲渡制限付株式を無償取得することが相当であると当社の
取締役会で定める事由に該当した場合、当社は、付与した譲渡制限
付株式を無償で取得する。

役員報酬

取締役・監査役の独立性・女性比率

取締役の独立性・女性比率

独立性比率 独立性比率

女性比率 女性比率

男性 女性

金銭報酬の業績連動部分について、連結営業利益の金額が制度上の基準となる水準であったと仮定した場合注）

金銭報酬 非金銭報酬等

固定報酬
(基本報酬＋役職別手当)

業績連動報酬
(基本報酬×役位別支給率)

譲渡制限付株式報酬
(基本報酬×役位別支給率)

会長 約40％ 約30％ 約30％

社長 約30％ 約30％ 約40％

副社長以下 約60％ 約25％ 約15％

社外取締役 固定報酬　100％ ー ー

1986年 4月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社 
1997年 4月 弁護士登録（現在に至る） 
1998年 1月 桜丘法律事務所入所（現在に至る） 
2012年 4月 第二東京弁護士会副会長 
2016年 6月 前澤化成工業株式会社社外取締役（現任） 
2018年 7月 株式会社ビジョナリーホールディングス

社外取締役監査等委員
2019年 6月 株式会社あさくま社外取締役
2021年 6月 当社監査役（現任）

弁護士としての専門的見地および企業法務に関する豊富
な知識と経験ならびに社外役員としての経験を当社の監
査体制に活かしていただけると判断しております。

加藤 真美　監査役

1977年 4月 住友商事株式会社入社 
2003年10月 同社文書総務部長 
2008年 8月 同社広報部長 
2011年 4月 住商情報システム株式会社常務執行役員 
2011年10月 SCSK株式会社常務執行役員 
2012年 6月 同社代表取締役専務執行役員 
2016年 4月 同社代表取締役副社長執行役員 
2019年10月 当社顧問 
2020年 6月 当社監査役（現任）
2021年12月 株式会社CRI・ミドルウェア

社外取締役監査等委員
2024年12月 同社社外取締役（現任）

企業経営、コンプライアンス、コーポレート・ガバナンスに関
する豊富な知識と経験を有しております。また、SCSK株式
会社においてIR・財務の分掌役員を経験するなど、財務お
よび会計に関する相当程度の知見を有しています。これらを
当社の監査体制に活かしていただけると判断しております。

鈴木 久和　監査役

取締役会および監査役会では、経験・知識・専門性等を踏まえ、全人格的に考慮して選任した取締役・監査役が、多様な視点から審議し、適切な意思決定・経営監督・監査の実現
を図っています。なお、本スキルマトリックスについては、各取締役・監査役との協議の上、決定しております。

※特に期待するスキルに●を記載しております。

氏　名 経営 財務・会計 製造・技術
・研究開発

マーケティング
・営業

コンプライアンス・
リスク管理

サステナ
ビリティ グローバル ●の理由

取

締

役

多田野　宏　一 ● ● ● ● ・当社代表取締役社長の経験　・当社商品開発における責任者の経験
・当社海外子会社における経営経験

氏　家　俊　明 ● ● ● ● ・総合商社における輸送機グループCEOの経験
・総合商社における国内外の建設分野の経験

八　代　倫　明 ● ● ● ● ・総合商社における海外企業の経営や買収等の経験

村　山　昇　作 ● ● ● ・日本銀行での調査統計局長やニューヨーク駐在などの経験
・製薬企業社長等の経営経験

大　塚　聡　子 ● ● ● ・総合電機メーカーやJAXAにおける製品開発経験
・ロケット協会男女共同参画委員会事務局や日本航空宇宙学会男女共同参画委員会幹事の経験

小　川　啓　之 ● ● ● ● ・建機メーカーにおける会長・社長としての経営経験およびガバナンス全般の監督経験
・建機メーカーにおける海外・国内生産部門の責任者経験

金　子　順　一 ● ● ● ・厚生労働省労働基準局長、厚生労働事務次官などの経歴
・コンサルティングファームでのアドバイザー経験

蓼　沼　宏　一 ● ● ● ● ・経済学専攻大学教授としての専門知識
・一橋大学学長としての大学運営における経験

穐　田　正太郎 ● ● ● ・経営支援型投資運用会社におけるパートナーとしての経験
・証券会社・投資銀行における海外M&Aや事業開発、資金調達関連業務の経験

監

査

役

池　浦　雅　彦 ● ● ・当社関係会社における経営経験
・当社営業における責任者の経験

藤　井　清　史 ● ● ・当社経理部長および海外子会社CFOの経験

渡　辺　耕　治 ● ● ・警察の要職歴任による経験と知識

加　藤　真　美 ● ● ・弁護士としての経験と専門知識

鈴　木　久　和 ● ● ● ● ・IT企業におけるIR・財務の分掌役員、副社長の経験
・総合商社におけるコンプライアンス・コーポレートガバナンス業務の経験

経 営 経営陣による適切なリスクテイクと迅速かつ果断な意思決定を実効的に監督するためには、取締役自身の経営トップとしての経験と知識が必要であると考えています。

財 務 ・ 会 計 投資判断に影響を与える財務報告の信頼性を確保することは勿論のこと、持続的な企業価値向上に向けて、全社視点での適切な資本配分に基づき、収益力の向上や資本
効率を踏まえた経営を行う必要があると考えています。

製 造・ 技 術・
研 究 開 発

絶えず価値の高い商品・ソリューションを生み出す研究体制を維持・発展させ、創出された技術資産を効果的に使いながら、事業を拡大し、企業価値向上につなげることが
できているかを監督することが必要であると考えています。

マーケティング・営業 グローバルに展開する当社ビジネスの外部環境によるリスクとビジネス機会を見極めるための経験と知識が必要であると考えています。

コンプライアンス・
リ ス ク 管 理

当社コアバリューにおいて、すべての土台と位置づけているコンプライアンスを踏まえたリスクマネジメントを推進していくために、本分野に関する確かな経験と知識が必要
であると考えています。

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 地球環境の保全と持続可能な社会の実現のために、ESG・SDGsや人権・社員の尊重・人財育成などサステナビリティ経営に関する専門的知見や経験が必要であると考えています。

グ ロ ー バ ル 成長を加速していくグローバルな活動に適切に助言し、執行を監督するためには、国際情勢や異文化への理解を踏まえたグローバルな経営視点での経験・見識が必要と考えています。

取締役および監査役のスキルマトリックス

スキルマトリックス

スキルの選定理由　

監査役

社外 独立役員 社外 独立役員

監査役の独立性・女性比率

ガバナンスサステナビリティ 事業概況

43 Tadano Ltd. Integrated Report 2026 44Tadano Ltd. Integrated Report 2026


